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(2) ー 2-2 中古品等
VAT指令によると、第12編(特別措置)において、中古品等を対象として、マージン制度 (margin
scheme)の特例を適用すべきものとしている。
マージン制度が適用されるのは、中古品 (second-handgoods)、芸術作品 (worksof art)、収集品






















8) EU V A T Compass 201512016の647頁-653頁に、各加盟国の取扱いの概要が掲載されている。
9) Alan Schenk， Victor Thuronyi， and Wei Cui 'Value Added Tax A Comparative Approach second edition 
(Cambridge 2015)、pp.179-182
10) Alan前掲注9pp .408-440 














































































































































( 3 )ー 1-3 耐久財の消費者から事業者への売却
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(3 )ー 1-5 非課税 (2回目以降の取ヲIを非課税)
図8
労|国庫 | 
|事業者Bl IIffû~MM:>1 消費者CllT江戸者B2 恒l 消費者 C2




(3 )ー 2 価値が容易には低下しないもの(価格が上昇した場合を想定)
(3) -2-1 最初の消費者による購入
-13ー 耐久消費財に対する消費課税について
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(3 )一 2-2-1 耐久財の消費者から消費者への売却
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(3 )ー 2-2-1 耐久財の消費者から事業者への売却
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(3) -2-4 非課税 (2回目以降の取引を非課税)
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とは困難であろう O 結局は、本体価格と税を区分せず、総額で取引するほかないであろう O
第三の方式として、消費者から事業者への取引に伴って発生する問題を回避するために、耐久財
の課税を非課税とすることが考えられるO この方式には、すべての段階の取引を非課税とするもの
と、最初の取引は課税とし、 2回目以降の取引を非課税とする方式があるO 非課税の適用は、 VAT
の本来の趣旨からすると好ましくない。
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ナスの100となる (500-600 = -100)。さらに、 C2の所有期間中に価格の低下は生じないと仮定と
すると、全体でも消費はない(逆にマイナス)ということとなる。
他方で、消費者の支払額が消費であると考えると、 C1の消費は500であり、 C2の消費は700である
ことから、消費は合計で1200となる。
さらに、消費者C1の所有期間中における値上り100も消費に含まれると仮定すると、全体として
の消費は1300となる。したがって、全体としての税負担は120または130が望ましいことになる。
ところが、事業者B2には60の計算上の税額控除が認められることから、納税額は10となり、全体
での納税額は60となる。税負担は過少となる。
会計論叢第12号 -24 -
なお、計算上の税額控除60の根拠としては、消費者C1に60の納税があり、その納税分を控除する
ということである。他方、消費者C1の60の納税は、 60の計算上の税額控除と相殺されるので、消費
者C1による実際の納税は不要となる。
しかし、この計算には矛盾がある34)。消費者C1を見ると、価格の低下の金額をもって消費と仮定
すると、消費はなかったことになるからである。
以上のとおり、経済的実質論は、通常の耐久財の場合には妥当な結論が得られるが、時間の経過
とともに価格が下落しない耐久財の場合には、妥当な結論が得られない。
なお、法律的形式論では、経済実質的にみて税負担が大きくなるという問題がある。
(2) -4 法律的形式論からみた課税対象としての「消費」
これは、事業者による売上高をもって課税対象としての「消費Jとするものである。ただし、前
段階税額控除の仕組みが働くことから、最終的には、消費者による耐久財の購入価格が課税対象と
なる。
耐久財が転売された場合には、再び、新たな消費者による購入価格が課税対象となる。
以上のことについて「消費」と結びつけて考えると、消費者による購入行為がそのまま消費者の
「消費」として課税対象となっていること見ることが出来る。したがって、同一の耐久財であっても、
消費者による購入がある毎に、購入金額に見合った「消費」があることになる。同一の耐久財であっ
ても、複数の消費者が購入し使用すれば、別個独立の「消費」があると考えることになる。
(2) -5 実質的経済論からみた、課税対象としての「消費」
経済的実質論に基づいて耐久財の課税を考える場合には、実質的な課税対象としての「消費」を
考察することが必要となる。そして、同一の耐久財について複数の消費者が購入し使用しでも、全
体としてひとつの「消費」を想定することになる。
まず、消費者による耐久財の価格が低下することをもって「消費Jと捉えることについては、通
常の耐久財であれば、この考え方は有効であろう。価格の低下の途中で転売された場合には、耐久
財の「消費」に対する課税を複数の消費者で分担した、と考えることが出来る。
しかしながら、価格の低下しない(さらには、価格が上昇する)耐久財の場合には、この考え方
によると、「消費」はいつまでも発生せず、課税は不可となる。
(2) -6 解決に向けて
以上の通り、耐久財の消費課税に明快な結論を出すことは困難である。なぜなら、複数の消費者
が消費をした耐久財の VAT課税を考える場合において、消費者ごとに課税対象としての消費があ
り、それぞれの消費が独立して課税されると考えるのか、それとも、消費者が複数となった場合に
も課税対象としても消費は単一であり、これに VATが課税されると考えるかで議論が分かれるか
らである。
いずれにせよ、適切な解決策が見当たらないのは明白で、セカンドベストとしての妥協案に頼ら
ざるをえない。妥協案としては、次のものが考えられる。
その 1:全ての取引を非課税とする。
34)ただし、値上りする必需品に消費はないと考えるのであれば、矛盾はない。
-25ー 耐久消費財に対する消費課税について
その2:初回の取引のみを課税し、 2回目以降は非課税とする。
その3:初回の取引は課税とし、 2回目以降はマージン課税を適用する35)。
その4:すべての取引にマージン課税を適用する。
その 1は、事実上、耐久財の消費に対する課税を放棄するものである。ただし、外部からの購入
に係る税が本体価格に含まれることになる。これを防止するには、ゼロ税率を適用することが必要
である。ただし、こうした優遇措置を適用する根拠が存在しない。
その2は、初回の取引を課税することから優遇措置であるとの批判は回避できる。ただし、個々
の取引が初回か否かの判断が必要となり、その判断は必ずしも容易ではないであろう。
その3は、優遇措置であるとの批判は回避できるであろう。
その4は、初回取引かそれとも 2回目以降の取引かの判断を回避したものである。
なお、いず、れの方式を取っても、消費者の所有期間における値上り部分には課税は及ばないこと
になる。こうした値上り益はそもそも消費課税の対象か、という疑問に直面する。
(2) -7 小括
耐久財の課税について、すべての場合に適用可能な合理的で整合性のある解決策を見い出すこと
は困難である。
価格が使用や時間の経過とともに低下せず時には上昇することもある耐久財の場合には、マ}ジ
ン課税方式が現実的な解決策となろう O ただし、この方式では、消費者が負担する税額よりも事業
者が実際に納付する税額が少ないという状況が発生する36)。そして、 2回目以降の取引に限りマー
ジン課税を適用するのが理論的には妥当であるとしても、初回の取引か2回目以降の取引かを区分
することが実際上困難である場合も予想され、その場合には、 1回目の取引か2回目以降の取引か
を問わずにマージン課税を適用するのが妥当であろう。
他方、価格が使用や時間の経過とともに低下する耐久財の場合には、租税回避や不正の機会を封
じるためにも、法律的形式論に基づき、厳格に課税することが妥当であろう。複数の消費者による
消費を一体として捉える経済的実質論からすると、税負担が過大となる可能性があるとしても、取
引毎に価格が下蕗していくことから、実質的な重視課税(カスケード)による影響は相対的に小さ
いと考えられるからである。
6.おわりに
本稿では、 VATの仕組みにおいて不動産や中古品などの耐久財が消費段階に入った後に、再び
生産と流通プロセスに戻った場合に発生する問題点を検討し、議論の整理を試みた。
そこでは、消費者が耐久財を購入した後の VATの課税はどうなるのか、そもそも、消費に対す
る課税とは何か、といった基本的な問題が現れた。
VATの仕組みの基本は課税の中立性にあり、経済活動を歪めないことが重要で、ある。具体的に
は、生産・流通のプロセスでカスケードを発生させないこと、事業者の税負担はゼロとすることで
35)収支差額に対する課税と同様の結果となる。すなわち、「みなし税額控除Jとは同ー の結果となる。
36)そもそも、本体価格と VATを明確に区分することが困難という問題に直面するであろう。
会計論叢第12号 -26 -
ある。生産・流通プロセスが終了し、最終消費者が物品またはサーピスを購入することでVATの
課税サイクルは完結する。問題は、消費者が購入したのが耐久財であって、それが、事業者に売却
され、再ぴVATの生産・流通という課税サイクルに戻る場合の考え方と課税方式である。そこで
の中心的論点は、消費者が事業者から耐久財を購入した際に負担した VATが、当該耐久財が消費
者から事業者に売却された段階で、税額控除の対象として復活するか否かである。
本稿では、こうした点を中心として検討を行った。
検討の結果、消費者が購入した耐久財が再び事業者に戻った場合の取扱いを議論する場合には、
法律的形式論と経済的実質論とのこつの立場からの議論が可能であり、かっ、ひとつの立場からだ
けでは満足のいく結論が得られないことが議論を迷走させていると考えられた。さらに、これら二
つの立場の違いの背後には、 VATが課税しようとしている「消費」が何かを明らかにすることが必
要であり、ここでは、「消寮」を消費者単位でとらえるか、それとも、耐久財単位でとらえるか、と
いう論点ないしテーマが存在することが明確になった。
法律的形式論の立場からは、同一の耐久財であっても、消費者が異なるごとに新たな課税対象と
しても消費が存在すると考える。この場合には、重複課税(カスケード)は問題として認識されな
い。経済的実質論の立場では、同一の耐久財であれば、消費者が複数に及んでも、課税対象となる
消費はひとつだけと考えることになる。この場合には、重複課税の排除が重要な課題となる。これ
ら二つのいずれの立場をとっても、合理的で、整合性のある取扱いを実現することは困難である37)。
本稿での検討により、耐久財に関する議論の問題点がいくらか整理されたと考えるが、十分に納
得のいく結論を導くことは難しい、というのが正直な印象である。耐久財については、合理的で整
合性のある課税方式を導くことは困難であり、現実的対応策としてセカンドベストの方式を採用せ
ざるをえないということになるお)。今後、一層の研究が必要と考える。
37) VATはこうした問題を合理的に解決する仕組みを用意しておらず、したがって、 VATの基本的な仕組みを
尊重しつつも、できるだけ不合理な結果を招かないような工夫をするほかないのではないか、と考えられる。
他方で、 VATのシステムにおいて、それが簡素であることの重要性を考慮すると、例外的で複雑な制度は極
力さけるべきである。結局は、両者のバランスの問題となる。
38)なお、不動産の取扱いについては、居住用不動産の課税のあり方など特殊な課題が存在するので、本稿では
単に耐久財の一種として取り上げるにとどめた。不動産に対する消費課税に関する本格的な議論は他の機会に
譲ることとしたい。
-27 - 耐久消費財に対する消費課税について
